
（平成２４年７月２５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件



  

福岡厚生年金 事案 4455 

  

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在はＢ社）Ｃ事業所における

資格喪失日に係る記録を昭和 54 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 19万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年４月 30日から同年５月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について確認したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が

無いことが分かった。同社に昭和 43 年４月１日に入社してから、平成 20

年８月 31 日に退職するまでの期間において、継続して勤務していたことは

事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及びＢ社が提出した申立人に係る「社員台帳」によ

り、申立人がＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ事業所から同社Ｄ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   なお、異動日については、申立事業所の回答、及び申立人の改製原戸籍の附

票にＥ県Ｆ市からＧ県Ｈ町（現在は、Ｉ市）への転居日が昭和 54年４月 30日

と記載されていることから判断すると、同年５月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 54 年３月のＡ社Ｃ事業所

に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、19 万円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履



  

行については、Ｂ社は、「人事異動の際に、申立人の厚生年金保険被保険者資

格の喪失日を、昭和 54年５月１日とすべきところ、誤って同年４月 30日とし

て届け出たものと思われる。」と回答している上、当該事業所が提出した健康

保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書により、事業主が申立人に係る

資格喪失日を昭和 54年４月 30日として届け出ていることが確認できることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年４月の厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 2592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から平成元年 10 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成元年 10月まで 

私は、Ａ市Ｂ区に住んでいた頃、団体職員から勧められて国民年金に加入

し、国民年金保険料を納付していたので、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市Ｂ区に住んでいた頃に、国民年金に加入して国民年金保険

料を納付していたと主張しているものの、申立人の国民年金手帳記号番号は、

申立期間より後の平成３年 11 月頃にＣ市Ｄ区において払い出されており、Ａ

市Ｂ区を管轄するＥ社会保険事務所（当時）において、申立期間当時に申立人

に対して記号番号が払い出された事跡は見当たらない上、前述の同年 11 月頃

以前に別の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

また、Ｆ年金事務所が保管する国民年金保険料領収済通知書によると、申

立期間直後の平成元年 11 月から３年３月までの保険料が、同年 12 月 18 日に

Ｇ郵便局で、この時点において最大限遡って一括して納付されていることが確

認できることから、申立期間の保険料は、当該納付時点では時効により納付す

ることはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人から当時の国民年金の加入手続や保

険料の納付状況を具体的に聴取することができず、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



福岡厚生年金 事案 4456（事案 1280及び 2079の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年９月１日から 55年８月１日まで 

    私は、昭和 50 年 11 月から 60 年２月末までＡ社に継続して勤務していた。 

    申立期間は、最初、Ａ社のＢ店で勤務し、Ｃ店のオープン後は同店で勤務

したが、厚生年金保険の被保険者記録が確認できなかったため、年金記録

確認第三者委員会に申立てを行ったものの、記録の訂正は認められなかっ

た。 

    今回、申立期間当時におけるＡ社のＤ部門の部長の名前を思い出したこと

から、再度申し立てるので、再調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によれば、申立人は、昭和 50年 11月２日に厚生年金保険被保険者

資格を取得した後、53 年９月１日に同資格を喪失しており、当該被保険者資

格喪失届が同年９月４日に提出されたことを示す記載があり、雇用保険の被保

険者記録と一致すること、ⅱ）同年９月１日に雇用保険の被保険者資格を喪失

した後、離職票が交付されたこと、及び失業給付の受給記録が確認できること

などから、既に当委員会の決定に基づき平成 21年８月 26日付けで年金記録の

訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

   また、申立人は、申立期間当時申立人が継続して勤務していたことが確認で

きる同僚の名前を新たに思い出したとして再度申立てを行っているが、申立人

は、初回の申立時においても当該同僚の名前を挙げており、当該同僚が勤務し

ていたとする別の事業所に係る健康保険厚生年金被保険者名簿により、当該同

僚は、申立期間のうち、昭和 55 年１月までの期間において同事業所における

  



  

厚生年金保険の被保険者となっていることが確認できることなどから、既に当

委員会の決定に基づき平成 22年５月 13日付けで年金記録の訂正が必要とまで

は言えないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立期間当時におけるＡ社のＤ部門の部長の名前を思い出

したとして再度申立てを行っていることから、当該元部長及び元部長が名前を

挙げた同僚一人に照会したところ、当該二人のいずれからも申立人の申立期間

における勤務実態や厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

となどを確認できる供述を得ることはできない。 

   また、前述の元部長の供述により所在が判明した申立事業所の元事業主に照

会を行ったところ、元事業主は、当時の資料を保管しておらず、申立人の申立

期間における厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除については不

明である旨回答している。 

   このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

福岡厚生年金 事案 4457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年 11月１日から 21年５月１日まで 

私が、Ａ社に勤務していた申立期間において、社会保険事務所（当時）

に届け出られた標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を上回る保険料額が

給与から控除されていることが分かったので、給与から控除された保険料

額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

なお、特例法に基づき記録の訂正が行われるのは、上記の額がオンライン

記録を上回る場合である。 

申立期間のうち、平成 20 年 11 月１日から 21 年４月１日までの期間につい

ては、オンライン記録により確認できる標準報酬月額は 17 万円であるところ、

申立人が所持する当該期間に係る給与明細書により、事業主が誤って標準報酬

月額 20 万円に相当する厚生年金保険料を控除していたと認められるものの、

同明細書に記載された報酬月額に見合う標準報酬月額は、当該期間の全てにつ

いてオンライン記録により確認できる標準報酬月額よりも低額であることが確

認できる。 

また、申立期間のうち、平成 21 年４月１日から同年５月１日までの期間に

 



  

ついては、前述の給与明細書に記載された報酬月額に見合う標準報酬月額（18

万円）は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額（17 万円）よりも

高額であるものの、事業主が控除していたと認められる保険料額に見合う標準

報酬月額（17 万円）は、前述のオンライン記録の標準報酬月額（17 万円）と

同額であることが確認できる。 

したがって、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、特例法によ  

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 



福岡厚生年金 事案 4458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年６月 21日から 48年７月頃まで 

    年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、申立

期間の被保険者記録が無いことが分かった。 

    申立期間においてＡ社に勤務していたことは間違いないので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ社の男子寮前等で撮影したとする写真及び申立人が名前

を挙げた同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が

同社に勤務していた可能性はうかがえる。 

   しかしながら、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録は確認でき

ない上、適用事業所名簿によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に該

当しなくなっており、当時の事業主の連絡先も不明であることから、申立人の

申立期間における厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

   また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人の厚生年金保険の

被保険者記録は確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立

人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

  



  

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   なお、申立期間直前の期間において、申立人には、申立事業所と同一所在地

で同一事業主が経営していたＢ社における厚生年金保険の被保険者記録が確認

できるところ、同社に係る事業所別被保険者名簿の備考欄には、申立人が昭和

47 年６月 21 日に同社の厚生年金保険被保険者資格を喪失したことに伴い、社

会保険事務所（当時）に健康保険被保険者証を返納したことを示す「証返」の

記載が確認できる上、雇用保険の被保険者記録における申立人の離職日も同年

６月 20 日となっており、厚生年金保険被保険者資格の喪失日と符合している

ことが確認できる。 

 


